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 制度の概要

本事業は、島しょ地域に太陽光発電設備又は蓄電池を設置する事業者に対して、当該設備の

設置に係る経費の一部を助成することにより、都有施設の再エネ電力100％化に向け、島し

ょ地域に位置する町村公共施設、事業所、住宅等への太陽光発電設備及び蓄電池の設置を促

進していくことを目的として行うものです。固定価格買取制度の設備認定を受けない未使用

設備が対象となり、太陽光発電設備による発電で得られる環境価値はすべて都に帰属しま

す。

 支援内容

□ 太陽光発電設備

最大1億円 助成率：3/4以内

□ 蓄電池

最大1億円 助成率：3/4以内

 対象となる取組

 対象者

 補足事項

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【島しょ特性への対応】

【段階的なステップアップ戦略】

 助成実績の分析

設備導入実績（2020-2024年）：太陽光発電設備が7割、蓄電池併設が3割

平均助成額：約2,800万円（太陽光発電設備込み）

 導入事例と分野

導入分野 代表的な取組例

公共施設 役場庁舎、学校、診療所での自立電源

観光施設 ホテル、民宿での再エネ活用

事業所 水産加工場、商店での省エネ対策

住宅 個人住宅での災害時電源確保

インフラ 通信設備、防災設備の電源

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

交付申請書

設備仕様書

設置図面・写真

見積書

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/island-pv

お問い合わせ 事業支援チーム

島しょ地域における太陽光発電設備等助成事業担当

TEL：03-5990-5067

受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く）9時00分～12時0

0分、13時00分～17時00分

固定価格買取制度の設備認定を受けない設備

未使用品のみ助成対象

定置用のみ助成対象

蓄電容量の上限なし

太陽光発電設備と蓄電池を併せて設置

蓄電池単独設置（既設太陽光発電設備有）

町村公共施設での再エネ設備導入

事業所での自家消費型太陽光発電

住宅等での再エネ自立電源確保

事業者（民間企業、独立行政法人等）

個人・個人事業主

島しょ地域の町村

環境価値は全て都に帰属

予算額に達し次第終了

島しょ町村は助成率100％

再エネ自立性の強調：災害時BCP機能や地域レジリエンス強化効果

環境価値の活用提案：都のカーボンニュートラル政策との連携性

技術仕様の適正化：島しょ地域の気候特性を考慮した設備選定

事業継続性の確保：維持管理体制やアフターサービス計画

塩害対策が重要な技術要件となる

台風・強風に対する耐久性設計が評価される

離島での施工・保守体制構築が課題

小規模実証からの段階的展開が有効

町村との連携事業は優遇される傾向

地域住民への普及啓発効果も評価要素

設備設計の最適化：島しょ特性に配慮した技術仕様策定

施工業者選定：離島対応可能な実績豊富な事業者選択

申請書類作成：技術的根拠を明確にした提案書作成

維持管理計画：長期的な運用保守体制の構築支援

助成対象経費の内訳明細

設置場所の島しょ地域該当確認

環境価値帰属の同意書添付

固定価格買取制度非対象の証明

未使用品であることの確認

設置予定地の現況確認資料

周辺環境への影響評価

適正価格での積算根拠

島しょ輸送費等の妥当性

事前準備期間

設備選定・業者選択に2～3ヶ月程度。

島しょ輸送等の特殊条件を考慮した計画策定が重要。

申請受付期間

2025年4月1日（火）～2026年3月31日（月）

予算額に達し次第終了。

※早期申請を強く推奨。

審査期間

申請から約1～2ヶ月

交付決定通知

審査完了後速やかに通知

すべての申請者に対して結果連絡

事業実施期間

交付決定から3年間

完了報告書提出期限厳守

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/island-pv

